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耐震安全性評価に係る経緯 １

H17.2

国は敦賀３,４号
機安全審査に係
る追加調査指示

地質・地盤の調査

新耐震指針に基づいた既設発電所の耐震安全性を評価

H18.9

原子力安全委員
会新耐震指針決
定

H20.3.31

最終報告（原子力機構）

中間報告（日本原電、

関西電力）

H19.8.20
事業者は計画を見直し

H19.9.20

柏崎刈羽発電所で観
測された地震動に基
づき概略評価を報告

耐
震
安
全
性
の
評
価

中
越
沖
地
震
へ
の
対
応

H21.3（変更なし）

最終報告（日本原電）

H21.9（H21.12から前倒
し）

最終報告（関西電力）

概略評価の追加

H19.7.16

新潟県中越沖地震発生

H18.10.18
事業者は計画を回答

中間報告を追加 最終報告時期の前倒し

国は耐震安全性
評価実施を指示

国は耐震安全性評価の
実施計画書の見直しを
指示

H19.12.27

国は耐震安全性評価に反映
すべき事項を通知

H17 H18 H19 H20 H21



新耐震指針の主な内容

基準地震動 Ｓ１、Ｓ２

３分類 Ａｓ、Ａ→ Ｓクラス
（Ａクラスの格上げ）

Ｂ、Ｃクラス→変更なし

鉛直は動的地震力から算定

基準地震動 Ｓｓに一本化

新耐震指針

後期更新世以降（約１２万年～１３万年前以
降）に活動したもの

５万年前以降に活動したもの活断層評価

４分類 Ａｓ、Ａ、Ｂ、Ｃクラス重要度分類

鉛直は静的地震力から算定
地震力の算定

震源を特定せず策定する地震動ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ6.5の直下地震

地震動評価

旧指針項 目

活断層調査
・敷地からの距離に応じた十分な調査
・特に敷地近傍(5Km)は、精度の高い詳
細な調査を要求

敷地周辺(30km)、敷地、炉心予
定位置それぞれの調査を要求

より入念な調査

応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ 応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ＋断層モデル

より厳しい水準

より高度な手法

より厳しい水準

より高度な手法

より厳しい水準

ポイント

同 左水平は動的地震力から算定

◆新耐震指針のねらい
最近の地震学や耐震工学の成果など最新の知見を取り入れて、
耐震安全性に対する信頼性の一層の向上を図るもの

２

地
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本日のご説明内容

耐
震
安
全
性
評
価
の
流
れ

地質調査等
（活断層調査等）

耐震評価で想定する
最大の揺れの検討

（基準地震動Ｓｓの策定）

施設の耐震安全性評価
（基準地震動Ｓｓに対する

安全性の確認）

敦 賀
Ｓｓ

も ん じ ゅ

Ｓｓ
美 浜

Ｓｓ

中間報告
１，２号機

最終
報告

中間報告
１号機

敦賀半島周辺
（３社共通）

３

大 飯
Ｓｓ

中間報告
１号機

中間報告
１号機

高 浜
Ｓｓ

大飯・高浜地域
（関西電力）
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「新潟県中越沖地震を踏まえた原子力発電所等の耐震安全性評価
に反映すべき事項（中間取りまとめ）について（通知）」の概要 (1/2)

(1)地震及び地震動の評価

①検討用地震の選定では「ひずみ集中帯」のような構造帯に係わる地震について
も考慮すること

②活断層による地震動の評価に当たっては，調査結果に基づき，巨視的・微視的
断層パラメーターとそれらの不確かさを考慮して断層モデルを設定すること

③断層モデルによる地震動評価では,地下構造探査データに基づき，適切な地下
構造モデルを構築し，地盤の非線形性効果の評価が必要な場合にはこれも
含めて評価を行うこと

④敷地に比較的近い地震による地震動評価では経験的グリーン関数法及びハイ
ブリッド合成法による評価を重視すること

⑤孤立した短い活断層による地震動の想定では地震発生層，活断層の性質を考慮
するが，少なくともM6.8相当の地震規模を想定すること

⑥柏崎刈羽原子力発電所の原子炉建屋基礎版上で観測された地震動を踏まえた
耐震安全性評価を最終報告で行うこと（具体的事項について改めて提示する）



「新潟県中越沖地震を踏まえた原子力発電所等の耐震安全性評価
に反映すべき事項（中間取りまとめ）について（通知）」の概要 (2/2)

(2)地質・地質構造の評価

①海域地層の年代評価では根拠に基づいて決定すること。文献の層序と比較する
場合は文献層序が客観的な根拠に基づくことを確認すること

②褶曲構造の評価では断層関連褶曲の考え方を適用するとともに、背斜構造両翼の
地層変形パターンに基づいて判断すること

③活断層や活構造の評価では断層や褶曲の連続性を考慮し，地表では断続・屈曲・
ステップ・分岐することも留意すること

④活断層や活構造の評価において後期更新世以降の活動性を否定する場合には，
その根拠を明確にすること

⑤活断層や活構造の評価では，当該地域の地形の発達過程を十分に考慮すること

⑥断層形状等は適切な探査技術等による評価結果をもとに地下構造を把握して適切
に評価すること

(3)施設の地震応答解析

・解放基盤表面が基礎版位置に比較して深い場合は，地盤の地質構造，速度構造，
増幅特性等に留意し，建屋入力地震動を適切に評価すること


